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はじめに
　かつて、台湾海峡を挟んで「大陸反攻」、「台湾解放」で応酬し冷厳な軍事的
対峙をしていた台湾と中国の間では、近年、双方の軍事や政治の緊張緩和を受
けて、経済交流を始め、文化、人などの交流も活発に行われている。様々な分
野におけるこれらの交流が、中台双方の関係発展に多大な貢献をしていること
は否定できない。
　1970年代に、台湾は、空港や港、鉄道の電化、高速道路、原子力発電所など
の社会インフラの建設と造船所、製鋼所の建設を中心とした「十大建設」を推
し進めた。その結果、従来の農業、軽工業中心の産業構造が重工業化へ転換し、
経済が急速に成長した。1980年代に入り、台湾は、同様にアジアに位置する韓
国、シンガポール、香港とともに、アジアの新興工業経済地域（NIEs）の一員
と目されるようになった。一方、その頃の中国では、「文化大革命」で国中が疲
弊したなか、政権中枢に復帰した鄧小平が中心となり、「改革・開放」政策のも
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とで社会主義市場経済を推進し、経済再建に取り組んでいる時期でもあった。
　台湾の経済成長に伴い、人件費や用地代、外国為替レートなどの上昇が産業
全体のコスト増を招来する。1979年 1 月 1 日に米国との国交樹立を実現した中
国は、対台湾統一工作の一環でもあるが、経済の立て直しに台湾の資金を誘致
し始める。このため、台湾の企業に対して、中国の中央政府と地方政府は、積
極的に廉価で豊富な労働力や土地を提供するだけでなく、政策や行政面におい
ても様々な優遇策を次々と打ち出した。
　その時代の中台間の関係を考えると、台湾は戦時体制下にあることを明白に
象徴する「戒厳令」、「動員勘乱時期臨時条款」が1947年と1948年から相次いで
実施されており、敵人である中国への投資は、そうした時代背景では重大な犯
罪行為にあたる。初期では、少数ながら危険や困難を覚悟して第 3国経由で中
国への投資や貿易を秘かに行う企業が出現した。
　今日、わずか30年ほどで経済が大きく変貌し、米国に次ぐ世界第 2位の経済
大国までに登り詰めた中国は、台湾にとって第 1位の輸出相手国となり、また
第 1位の投資相手国でもある。このように中台間の経済関係が進展するにつれ
て、台湾の対中国経済依存度が高まり、中国の影響を受けやすくなる。換言す
れば、「中台統一」を最終目的としている中国は、「以経促統」（経済活動を通じ
て中台統一を実現する）という手段を用いて、台湾に一段と強い圧力をかける
なか、その対処を一歩間違えれば、台湾の興亡や経済活動が危機的事態に陥る
ことになる。
　以上を踏まえて、本論文は、まず米中外交関係樹立後、中国指導者の台湾政
策に関する発言を概観することで、中国の対台湾政策の立脚点を明らかにする。
次に、中国の政策による台湾企業の中国進出状況の推移と台湾政府の政策変転
を分析しながら、2008年 5 月に馬英九政権成立後、2010年に締結された ECFA
（中台経済協力枠組み取り決め、Economic Cooperation Framework Agreement）
（台湾側表記：兩岸經濟合作架構協議、中国側表記：两岸经济框架协议）の持つ
意味とそれによる影響を検討する。その後、台湾企業の中国進出に伏在する問
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題を考える。
1 　中国指導者の発言にみる対台湾政策の原則
　1970年代初頭、国際連合脱退や日本など主要国との相次ぐ国交断絶は、国際
社会における台湾の地位に衝撃的な影響を与え、孤立化をもたらした。こうし
たなか、台湾は、政府レベル交流の代わりに、民間レベルでの人的交流や経済
交流、文化交流を展開・強化することで、国際社会との関係維持に腐心してき
た。同時に、国際政治において危機的な状況に追い込まれた台湾政府は、国内
で「十大建設」に着手することでわずか数年の間に産業構造を一変させ、台湾
を「NIEsの優等生」といわれるまで経済力を大幅に改善した。しかし、これま
での中台関係は相変わらず政治面や軍事面などにおいては厳しいものであった。
　1979年 1 月 1 日に、台湾にとって政治的にも経済的にも軍事的にも最重要な
米国は、台湾との外交関係を断絶して中国と国交を樹立した。米中間の国交樹
立は、台湾にとって国際社会における地位がさらに苦境に立たされるが、中国
にとっては、強力な後ろ盾を失った台湾に対して従来の軍事力中心の手段とは
異なった方針で、台湾を揺さぶるきっかけとなる。
⑴　「台湾同胞に告げる書」
　米国との関係樹立を実現した中国当局は、国交樹立したその日に『人民日報』
において全国人民代表大会常務委員会名義で「台湾同胞に告げる書」1）を発表
し、従来の「武力による台湾解放政策」から「平和統一政策」への政策転換を
宣言した。この文書において中国は、本日より1958年以降続いてきた、台湾の
支配下にある金門・馬祖諸島への砲撃中止2）を明らかにするとともに、台湾に
対し主として、「一個中国」（一つの中国）のもとで中台間の軍事対峙の終結、
「通商・通郵・通航」という内容からなる「三通」、学術・文化・スポーツ・科
学技術の交流という「四流」を呼びかけた。
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　台湾の蔣経国政権は、中国の「三通・四流」の提案に対して、「三不政策」、
すなわち「不妥協（妥協せず）」、「不接触（接触せず）」、「不談判（談判せず）」
で応じた。
⑵　葉剣英の対台湾工作方針
　「三通」の提案は台湾側に拒否された形になったが、これに引き続き、1981年
9 月30日に全国人民代表大会常務委員会葉剣英委員長は新華社記者に対して、
「台湾同胞に告げる書」をさらに踏み込んで「中台平和統一」目標を実現するた
めに、以下の 9条からなる対台湾工作方針を発表した3）。
　①中台平和統一のために、中国国民党（国民党）と中国共産党が対等の立場
で交渉を行い、第三次国共合作を実施する。
　②通郵、通商、通航、親族訪問、旅行、学術、文化、スポーツの交流に関す
る協議の達成を提案する。
　③中台統一後、台湾は、特別行政区として高度な自治権を有するとともに軍
隊の保留を認める。政府は台湾地区の事務を干渉しない。
　④台湾の現行の社会、経済制度、生活方式を変えず、諸外国との経済、文化
関係を変えない。私有財産、家屋、土地、企業所有権、合法的な継承権、
外国投資は侵害されない。
　⑤台湾の当局と各界の代表人士は、全国の政治機構の要職に付き、国家の管
理に参与することができる。
　⑥台湾地区が財政困難に直面するとき、政府は事情を勘案して援助する。
　⑦大陸に定住を希望する台湾人民や各界人士に対して、適切に対処し、差別
を受けず、往来の自由を保証する。
　⑧台湾の工商業界人士による大陸投資、各種の事業展開を歓迎し、その合法
的権益や利潤を保証する。
　⑨台湾の人民、各界人士、民衆団体が様々なチャンネルを通じて、提案をし
ながら国是についてともに議論することを歓迎する。
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⑶　鄧小平の「一国二制度」と「平和統一」
　これまでの対台湾政策を踏まえて、1982年 1 月11日に、鄧小平は米国華人協
会主席李耀基との会談の席で、「対台湾 9条方針は、葉剣英副主席の名義で提出
されたものであるが、事実上、それが一つの国に二つの制度であり、互いに相
手の制度を破壊しない」と述べ、初めて国家統一実現の前提として「一国二制」
（一国二制度）について言及した4）。この発言に引き続き、翌年の 6 月26日に、
鄧小平は、米国のイースト・ウェスト大学楊力宇教授との会見のなかで、後日
「鄧 6点」と呼ばれるものを提起した5）。その概要は、次の通りである。
　①問題の核心は、中台統一である。平和統一はすでに国共両党の共通言語と
なっている。
　②台湾の「完全自治」に賛成しない。完全自治は、「一つの中国」でなく、「二
つの中国」を意味する。
　③中台間の体制の相違は認めるが、国際的に中国を代表するのは中華人民共
和国だけである。
　④台湾は統一後、一地方政府となり特別行政区として独立性を保ちながら大
陸とは異なった制度を実施できる。司法の独立や大陸にとって脅威になら
ない軍隊の保有は可能である。また、大陸からの軍隊や行政要員の派遣は
しない。台湾の政党・政治・軍隊等の組織は台湾自身で管理する。その上、
中央政府は台湾のために定員枠を用意しておく。
　⑤平和統一は、互いに相手を併合するというものではない。「三民主義統一中
国」（「民主主義」、「民生主義」、「民族主義」からなる三民主義による中国
統一）は、現実的ではない。
　⑥統一を実現するために、国共両党が平等な会談を行い、中央と地方の交渉
に触れることなく、「第三次国共合作」を実施する。双方の協議が達成した
後、正式に公表すればよい。しかし、外国政府による干渉は、どうしても
許してはならない。そうなれば、中国が未だに独立していないことを意味
し、それによる災いは限りないものとなる。
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　こうして「一国二制度」と「平和統一」が中国の対台湾政策策定における指
導原則を確立したといえる。この二つの原則のもとで「中台統一」の実現に、
中国は台湾に対して経済面での圧力をかけることになる。
⑷　楊尚昆の発言
　1990年12月 6 日～12日に北京で開催された「全国対台湾工作会議」のなかで、
楊尚昆は、中台間の経済交流の発展について次のようなことを指摘している6）。
　①中台間の関係を発展させるために、経済・貿易や各種交流を重点として、
「経済をもって政治を促し、民で官を促して」（原文：以經濟促進政治，以
民促官）中台間の交流を中台統一と四つの近代化建設に有利な方向に発展
させるように仕掛ける。
　②中台の平和統一という戦略から台湾に対する経済・貿易工作の意義を認識
しなければならない。双方の経済貿易往来を発展させながら中台を緊密に
結びつけることは、台湾の分離傾向を抑え、平和統一を促す有力な手段で
ある。
　楊尚昆の以上の発言は、中国が台湾との経済・貿易交流を中台統一の促進と
「台湾独立」の阻止という政治目標の達成とともに、台湾の資金を吸収して「四
つの近代化」（工業、農業、国防、科学技術の近代化）に利用すると位置づけて
いると考えられる。
⑸　江沢民の新春講話
　「一国二制度」、「平和統一」のこれまでの路線を踏襲しながら、1995年 1 月30
日に、中国共産党中央台湾工作弁公室と国務院台湾事務弁公室の新春茶話会で
江沢民は、「中台統一事業の達成を促すために引き続き努力せよ」という題で講
演し、そのなかで中台間の現段階の発展を勘案し平和統一を推し進める 8項目
（江 8点）を想起している7）。
　①「一つの中国」を堅持することは、平和統一を実現する基礎と前提である。
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中国の主権と領土の分割、台湾独立論等については断固反対する。
　②台湾が外国と民間レベルの経済文化関係を発展させることに異存はないが、
台湾による「二つの中国」、「一中一台」を目的とする「生存空間の拡大」
活動には反対する。
　③中台間の和平統一に関する交渉を進めることは、これまでの一貫とした主
張である。双方は和平統一の実現の第一歩として「一つの中国」原則のも
とで、敵対状態の終結について交渉を始めることを提案する。
　④武力使用の放棄はしないが、これは台湾人民に向けたものでなく、統一を
干渉したり台湾独立をはかる外国勢力に向けたものである。
　⑤21世紀の世界経済の発展に向き合って、中台間の経済交流と協力を大々的
に発展させなければならない。政治面での不一致が双方の経済協力に影響
を及ぼさない。互恵原則において台商の投資・権益を保護する民間レベル
の取り決めについての交渉や締結に賛成する。
　⑥中華民族が創造してきた 5千年の文化は、全中国人を結びつける精神的な
絆であり、平和統一を実現する重要な基礎でもある。
　⑦台湾人民の生活様式や自主性を尊重し、すべての権益を保護する。
　⑧双方の指導者による相互訪問を歓迎する。中国人のことは外国人の力を借
りず、我々皆でする。
⑹　胡錦濤の発言―民進党政権へのけん制
　2000年 3 月に行われた台湾の総統選挙で、初代の民選総統の李登輝の後継者
として国民党の連戦候補が独立色の強い民主進歩党（民進党）の陳水扁候補に
敗れ、台湾の歴史においては国民選挙による初の政権移転が実現された。中国
は民進党に対して、民進党以外の政党、経済界等への接近手法を利用して民進
党の孤立化を図ろうとした8）。
　2003年 3 月15日に、第10期全国人民代表大会第 1回会議において胡錦濤が国
家主席に選出され、就任した。同18日に彼はこの会議で、中国の統一を中国人
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の共通願望とした上、従来の「一国二制度」を堅持しながら、中台間の経済や
文化交流、人的往来を推進し、台湾問題の早期解決や統一のために引き続き努
力していくという方針を発表した9）。
　また、2004年 3 月の総統選挙で国民党の連戦候補が僅差で再び敗北し、陳水
扁が総統に再選された。陳水扁は、 1期目の総統任期中の2002年 8 月 3 日に東
京で開催された第29回世界台湾同郷連合会年会の挨拶で、台湾はすでに一つの
独立主権国家であるから中国とは「一辺一国」（それぞれ別の国）であり、いわ
ゆる「一つの中国」や「一国二制度」は到底受け入れられないことを強調して
いる10）。
　陳水扁政権の独立傾向をけん制するために、中国は2005年 3 月14日に「台湾
独立の阻止」「平和統一の実現」を理由に10条からなる「反国家分裂法」を公布
し即日施行し、中国の意図に反する台湾の動きに揺さぶりをかけようとする。
反国家分裂法の制定に対する「国際的批判」を予想してか11）、この法律の発表
前に、胡錦濤は 3 月 4 日に、近年の台湾の時局に鑑み、四つの意見を発表し
た12）。
　①「一つの中国」原則を堅持することは、中台関係を発展させ、「平和統一」
を実現する基礎である。「一つの中国」原則と「92コンセンサス」13）（九二
共識）の承認、台湾独立活動の中止さえすれば、中台関係や統一問題を話
し合う。
　②平和統一のための努力は決して放棄しない。平和統一は双方が対等な立場
に立ち、統一について議論し合うものである。
　③台湾人民に希望を寄せるという方針の貫徹に変化は無い。台湾人民や中台
間の交流に有利なことは最善の努力を尽くす。
　④台湾独立分裂活動反対については、決して妥協しない。
⑺　国共トップ会談
　2005年 4 月29日に、国民党の連戦主席は、北京市内の人民大会堂で中国共産
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党の胡錦濤総書記と60年ぶりの国共トップ会談を行い、「92コンセンサス」の堅
持と「台湾独立」への反対を基礎にして、中台の敵対状態の終結や経済交流の
拡大を目指し、以下の 5点を含む共同声明（連胡公報）を発表した14）。
　①速やかに中台間の話し合いを回復する。
　②敵対状態の終結を促し、和平のための協議をする。
　③中台の経済交流拡大のために、経済協力メカニズムを構築する。
　④台湾の民衆の関心がある国際活動問題について話し合う。
　⑤党と党の定期的な交流プラットフォームを構築する。
　2005年の連胡会談に続き、2006年 4 月16日に、国民党主席から退いた連戦は、
国民党名誉主席の肩書きで胡錦濤と二度目の会談を行った。席上、胡錦濤は改
めて「92コンセンサス」という基礎に立脚して中台関係の発展について新たに
4つの提案をした15）。
　①「92コンセンサス」の堅持は、中台の平和発展の重要な基礎である。
　②中台人民の福祉を図ることは中台関係の平和的発展を実現する根幹である。
　③双方に利益をもたらす経済や貿易での相互交流や協力を深化させることは
中台の平和発展を実現するための有効な方法である。
　④長期的な視野に立ち建設な態度で対等な対話や話し合いを進めることは、
中台の平和的な発展の実現に辿らなければならない道である。
⑻　馬英九政権成立後の対台湾政策
　2008年 3 月の台湾総統選挙で、中国との三通の開放、経済交流、人的交流な
どの拡大、中国資本の開放、中国への直接投資規制の緩和などを公約とする国
民党馬英九候補が、民進党の謝長廷候補を破り、第12代総統に当選した。馬英
九政権の成立で、中台間の経済・貿易、文化など、多分野にわたる交流は急展
開をみせる。前述したように国共関係の改善が実現されているなか、新政権誕
生を機に中台関係改善や強化を期待して、2008年12月31日に、胡錦濤は、「台湾
同胞に告げる書」発表30周年座談会で今後の対台湾政策ともいえる講話を発表
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し、以下の方針を提起している16）。
　①「一つの中国」を遵守し、政治的な相互信頼関係を増進する。
　②経済面での協力を推進し、共同発展を促進する。一層緊密な中台間の経済
協力メカニズムを構築する。
　③中華文化を発揚し、精神的な絆を強化する。双方の文化・教育交流を進め
る。
　④人的往来を強化し、各界との交流を拡大する。民進党が台湾独立分裂活動
をやめれば、民進党に積極的に対応する。
　⑤国家主権を守りつつ、渉外事務を話し合う。「二つの中国」、「一つの中国、
一つの台湾」を作り出さなければ、台湾の国際機関への参加については協
議する。
　⑥敵対状態を終結し、平和協定を結ぶ。双方は軍事問題について交流を進め、
軍事安全における相互信頼メカニズム構築を研究する。「一つの中国」原則
のもとで敵対状態を正式に終結して平和協定を結ぶ。
　馬英九の総統就任 1周年の2009年 5 月26日に、胡錦濤は北京で、中国訪問中
の国民党の呉伯雄主席と会談し、昨年以後の双方の関係進展に触れながら、新
しい出発点に立ち今後の発展について重要な意見を表明している17）。
　①政治面での相互信頼関係の向上において、双方は「台湾独立」反対や「92
コンセンサス」の堅持で相互信頼を形成し、一連の複雑な問題を解決して
きた。「中国も台湾もともに一つの中国に属する」ことの堅持には重要なポ
イントがある。
　②双方の経済協力においては、今後も経済協力の強化に力を入れる。経済協
力協定の締結のキーポイントは、双方の経済発展、人民の利益増進、経済
協力メカニズムの構築に利することにある。今年の 7月以降、協定締結の
準備作業を始める。
　③双方の文化教育面での交流を深める。
　④国際機関活動への台湾参加問題の解決は、台湾人民の中国への理解や双方
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の関係発展に有用であることを希望する。
　⑤「先易後難」、「先経後政」というように漸進的に問題を解決し、双方の敵
対状態を終結して平和協定を結ぶ。
　⑥国共両党の交流と対話については、国共フォーラムは成功しており、継続
させなければならない。また、海峡フォーラムの開催は双方の民衆の関与
と共働を表している。
　1979年以降の中国指導者の対台湾政策に関する主な発言を概括すると、それ
らの発言の中にいくつかの揺るぎない共通原則があるといえる。すなわち「一
つの中国」、「一国二制度」、「平和統一」、「台湾独立反対」、「92コンセンサス」
である。これらの指導原則のもとで展開される台湾との経済・貿易交流は、一
方では台湾の資金を吸収して中国の経済成長に利用するとともに、双方の経済
関係を深めることで台湾を「併呑」するという最終目的の実現のための手段で
あると断言できる。
2 　台湾企業の中国進出と台湾政府の対応
　米中外交関係樹立をきっかけに、中国は、前述した「台湾同胞に告げる書」
のなかで、「武力解放」から「平和統一」への政策変更を表明するとともに、台
湾に対して「三通・四流」を呼びかけている。「全国人民代表大会常務委員会」
名義で発表されたこの文書は、これまで断絶状態にあった中台間の経済関係に
風穴を開け、台湾企業の中国進出に門戸を開く端緒となった。
⑴　中台間の第三国迂回経済活動
　文化大革命後、中国当局が打ち出した「改革・開放」や台湾資本の歓迎・誘
致などに対し、台湾側は「妥協せず、接触せず、談判せず」を内容とする「三不」
政策で応じた。しかし、中国の中央政府と地方政府による廉価な労働力や土地
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の提供、政策や行政での優遇措置を受けられることで、経済成長に伴う土地高、
人件費上昇、台湾ドル高などに苦しむ台湾企業は、戒厳令実施下「資匪（利
敵）・通匪（敵に内通する）行為」に対する厳罰を覚悟して台湾政府の厳しい規
制を潜り、労働力集約型産業の中小企業を中心に、香港等を経由して対中投資
や貿易を展開した。1979年から始まった第三国経由の中台間投資・貿易は、そ
れ以降、飛躍的な成長を辿ってきた（図Ⅴ‒ 1 ）。今日、台湾にとって、中国は
輸入において第 2位相手国、輸出において、日本と米国を抜いて第 1位相手国
までになっている（図Ⅴ‒ 2 ・ 3 ）。
　80年代初頭に、米国と断交したばかりの台湾では危機意識が全国的に高まり、
「三通・四流」に対する措置は相当峻厳なものであった。この「三不」政策の背
後にある考量について、郭正亮は、次のように指摘している18）。
⒜　安全面での考慮
　中国は未だに台湾に対する武力放棄をしていないため、「三通」を開放すれ
出所） 行政院大陸委員会『両岸経済統計月報』No.120、2002年、18頁とNo.229、2012年、20頁より作成
図Ⅴ‒ 1　中台間の香港経由貿易
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　出所）台湾財政部「我國自主要國家（地區）進口金額及年增率」2012年12月
図Ⅴ‒ 2　主要輸入相手国・地域別の金額・構成比（2001年～2012年10月）
　出所）台湾財政部「我國自主要國家（地區）進口金額及年增率」2012年12月
図Ⅴ‒ 3　主要輸出相手国・地域別の金額・構成比（2001年～2012年10月）
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ば、それによる結果は予測しにくく、また事前対策を講じにくい。直接通商は、
中台間の経済貿易統合を加速させ、中国の「以商囲政」と「以民逼官」に利す
る。直接通航は、台湾防衛の縦方向の深さの縮減や対空警戒能力の低下を引き
起こし、対空防衛上の空白を作り出し、海上防衛と兵力の配置に影響する。
⒝　交渉条件面での考慮
　国力や国際上の地位等において台湾の方が明白に劣勢にあるため、三通に制
限を加えることで、中国との交渉において台湾の立場が有利になる。
　しかし、こうした情勢の中、香港経由の中台間の貿易の拡大や中国の改革開
放が着実に進展しているため、従来の対中国政策の基調に変化はないが、台湾
政府は対中国の具体方針を規制緩和に踏み切った。1984年に香港・マカオ経由
の中国物品貿易制限を緩め、さらに、1985年 7 月 4 日に、「三不」政策から方向
転換して、事実上、香港・マカオ経由の対中貿易を追認した、「直接通商せず、
中国の関係者と接触せず、中継貿易には干渉せず」からなる「新三不」（不接
触、不鼓励、不干渉）政策を公表した。また、1984年に学術文化面での交流や
接触を容認する新方針で、「『三不』政策は次第に形骸化した」19）。
　さらに、1987年 7 月15日に1949年以来施行してきた「戒厳令」を解除し、同
年の11月に台湾住民の中国渡航を解禁した蔣経国総統は翌年の 1月13日に逝去
した。その後任の李登輝総統は、中台貿易に関しては、基本的に引き続き漸次
開放方針をとる。この対中貿易開放は、 3 つの理由で順調に進められたとい
う20）。
　①外貨獲得は、資金回転の向上、貿易黒字の維持に有利である。
　②輸入開放は、物価の引き下げや生活水準の向上に有利である。
　③物品進出は、人の往来が少なく、安全面の問題が少ない。
　これに対し、資金の流出や人の往来という複雑な課題が伴うため、1990年10
月にようやく第三国経由の対中間接投資と貿易を正式に開放した。それ以降、
実態不明ととらえられている第三国を迂回して中国への投資を除いて、1991年
から2012年11月までの台湾政府が認可している対中国投資は、一貫して高い金
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額・件数で推移し（図Ⅴ‒ 4 ）、台湾の対外投資の首位を占めている（図Ⅴ‒ 5 ）。
⑵　「南進政策」と「戒急用忍」政策
　中国に対する過度投資による台湾経済への影響を最低限に抑えるために、1993
　出所） 行政院大陸委員会『両岸経済統計月報』第236期、2012年12月、2－12頁より作成
図Ⅴ‒ 5　台湾の対外投資統計
　出所） 行政院大陸委員会『両岸経済統計月報』第136期、2003年12月、26頁、経済部投資審議委員会
「101年10月核准僑外投資、陸資來臺投資、國外投資、對中國大陸投資統計速報」より作成
　注）金額の中には追加認可金額を含めない。
図Ⅴ‒ 4　台湾企業による対中投資の推移
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年11月 9 日に経済部は、ASEANの主要国を対中貿易投資の「中継点」とする内
容の「南進投資政策説帖」を発表し、翌年、この「南進政策」を「南向政策」
と呼称を変えた。
　1995年 5 月、母校のコーネル大学での講演のために、現職の台湾総統であり
ながら訪米した李登輝に対して、中国は、同年の 7月から 8月にかけて台湾近
海を標的とした弾道ミサイル演習を行った。1996年 3 月に行われる初の総統直
接選挙に際して、中国はまた台湾海域に弾道ミサイルを撃ち込むなど、いわゆ
る「文攻武嚇」（文章で攻撃し、武力で脅す）行動で台湾民衆、特に李登輝をけ
ん制しようとした。
　この中国の「文攻武嚇」は、これまでに中国との経済貿易の交流について穏
健ではあるが、対話重視の姿勢を取ってきた李登輝の中国への警戒心を高めて
しまい、対中国政策を慎重かつ保守的な方向に転換させた。
　中国による一連の「文攻武嚇」後、台湾の大企業による視察団の訪中もなお
相次ぐ状態では、産業の空洞化や対中貿易依存度、投資リスクも高くなり、決
して好ましいことではない。このため、1996年 9 月14日の全国経営者大会で、
李総統は、中国の「以民逼官」、「以商囲政」に対して、「根留台湾」、「戒急用
忍」という考え方を示した。その後、「戒急用忍」は規制の意味が強いとのこと
で、10月21日の国家統一委員会で李総統はその考え方を踏まえて、台湾の国力
の強化に重点を置き、「戒急用忍、行穏致遠」（急がず忍耐をもって、穏やかに
前へ進む）方針について講演をした21）。
　この方針に従い、経済部は、資本金が6,000万台湾ドル以下の中小企業に累計
投資金額の上限を適用しない、 1件当たりの投資金額は5000万米ドルを超えて
はならない、中国への公共インフラやハイテク産業への投資を禁止するなどを
内容とした許可、禁止、審査基準を作成した。だが、当時の国際情勢変化に合
致せず、また中国投資に関する措置も依然として開放の方向をとっているため、
「戒急用忍」は期待されたほど台湾企業による中国投資や事業展開を規制できる
ものではなかった。
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⑶　「積極開放、有効管理」から「積極管理、有効開放」
　中台間の経済交流が以前にも増して活発になっているにもかかわらず、「三
不」政策により人の往来や物の流通は、香港や日本など第三国を経由しなけれ
ばならない。このため、民間から「三通」解禁への要望が高まっていた。2000
年 5 月に総統に就任した陳水扁は、自身の総統選挙時の主張もあって、2001年
1 月 1 日に、離島の金門・馬祖と対岸の福建省アモイに限り、直接通航・通商
を認めるという「小三通」を試験的に実施した。これにより中台間の物や人は、
限定的でありながら、直接に往来することが可能となった。
　さらに、経済のグローバル化や経済の自由化という世界趨勢とともにWTO
加盟目前ということもあり、2001年11月20日に、「戒急用忍」に取って代わり、
大幅な規制緩和を内容とする「積極開放、有効管理」政策を打ち出した22）。こ
の新政策は主として以下の内容からなっている。
　①大陸投資を「一般」と「禁止」に分類する。
　②一件当たり5,000万米ドルの累計投資額上限を撤廃する。
　③投資禁止項目を明示し、禁止対象となっていない製品や事業分野はすべて
「一般」に分類して中国への投資申請を認める。企業の要望を勘案して定期
的に製品や事業分野の見直しを行う。
　④従来の第三国経由という間接投資規定を撤廃し、中国への直接投資を開放
する。
　⑤累計投資金額を緩和する。
　⑥審査方式：一件当たり累計投資金額が2,000万米ドル以下の場合は簡易審査
による。一件あたりの累計投資金額が2,000万米ドルを超える場合は、重要
案件として審査する。
　⑦海外資本市場で調達した資金による中国への投資上限を40％に引き上げる。
　⑧台湾へ資金還流を促進するために、中国投資累計金額からその資金を差し
引く。
　⑨対中国投資累計金額が2,000万米ドルを超える企業または案件については、
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財務諸表や投資執行状況の定期報告、資金流動追跡の強化で、対中国投資
後の管理を強化して財務の透明化を図る。
　2000年度の対中投資金額は、前年度の 2倍強の増加であったが、陳政権の「積
極開放、有効管理」政策で2002年度以降の対中投資金額と件数は、急速に増加
し（図Ⅴ‒ 4 ）、1990年代半ばからほぼ横ばい状態で推移してきた一件あたりの
投資金額も次第に増大方向へ進むようになっている（図Ⅴ‒ 6 ）。さらに、「戒急
用忍」政策が実施されていた1996年から対中投資はある程度抑止されたが、陳
政権によるこの政策の実施で、特に資本集約型、技術・知識集約型のハイテク・
先端産業に属する電子部品やコンピュータ・電子製品・光学製品等の製造業は
対中投資を格段に拡大した。表Ⅴ‒ 1 に示されているように、対中投資累計金額
が上位を占めている20業種の変化をみると、それらの業種による対中投資の拡
大傾向は明白である。
　従来、対中輸出は主として香港を経由して行われてきたが、2002年を境に対
香港輸出依存度が低下し始め、それとは対照的に中国への直接輸出が急増した。
2004年についに対中国と対香港の貿易依存度が逆転した。裏を返せば、対中直
接輸出が可能になったため、香港経由貿易の重要性が相対的に低下したといえ
　出所）行政院大陸委員会『両岸経済統計月報』第236期、2012年12月、2－2頁より作成
図Ⅴ‒ 6　対中投資の一件あたり金額の推移
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る。しかし、対中投資の急増と呼応するように、中国と香港への輸出依存度を
合わせてみると、依然上昇の一途を辿っており、2002に初めて30％を突破した。
近年、それがほぼ40％台で推移して、中国・香港が台湾の最大輸出先となって
いる（図Ⅴ‒ 7 ）。
　こうして、約20年の間、中国は台湾にとって最大の直接投資先、輸出先とな
った。換言すれば、「台湾併呑」を最終目的としている中国への経済依存度の上
昇は、台湾の安全と将来を考えると、決して望ましいことではない。
　「積極開放、有効管理」政策は結局、「開放」の方に重点が置かれ、「管理」が
おろそかにされた。このために、2006年の「元旦祝詞」23）の中で陳水扁自身が
認めているように、台湾はリスク増大や深刻な負の影響の拡大に直面している。
この反省を踏まえて、陳政権は同年、グローバル化、国際化が進んでいるなか、
台湾の主体性や国益の維持、永続的発展を実現するために、「開放」か「縮小」
という二極分化的思考を超越して、これまでの「積極開放、有効管理」政策を、
「開放」によるリスクを効果的に軽減し、「管理」に力点を置くという「積極管
理、有効開放」政策へと方向転換をした。
　翌日に、大陸委員会は、この年頭挨拶のなかで発表された政策変更を受けて、
　出所）行政院大陸委員会『両岸経済統計月報』第236期、2012年12月、2－2頁より作成
図Ⅴ‒ 7　対中国・香港輸出依存度の推移
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Ⅴ　台湾企業の中国進出に関する一考察（施）
「積極開放、有効管理」政策で招来した「①中国への貿易・投資依存度の上昇、
②中国に対する資金、技術、人の集中投入がもたらす『産業の空洞化』や『構
造的失業』、『給与水準の低下』などの問題、③中国への違法投資、農作物品種
や技術の違法移転、国内産業に損害を与える密輸の横行が象徴する貿易秩序の
未確立」などの重大問題の改善と、経済の「グローバル化」、「国際化」という
戦略目標の実現を徹底させる一方、「中国化」、「中国への依存」を避けることを
目標とすると説明している24）。
　同年 3月に、大陸委員会や内政部、経済部、交通部などの関係省庁が「積極
管理、有効開放」政策の実施に関するメカニズムを発表した25）。このメカニズ
ムにおいては、①中国人観光客や密入国・強制送還、保証人制度等に関する人
的問題、②農産物貿易秩序の強化、農業分野における投資・技術協力の管理の
徹底、中国人漁船船員管理の強化等に関する農漁業問題、③違法投資の取り締
まりや中国への投資審査制度の改革、管理メカニズムの強化等で中国投資に関
する有効管理、研究成果保護のために技術移転と技術者管理の強化等に関する
経済問題、④企業の資金の流出入管理、海外や中国における金融機関の支店設
置審査の強化、金融機関の与信リスク管理の強化等に関する金融面での問題を
管理対象としている。
　しかし、この政策は、主に「管理」の強化に重点を置くとなっているが、図
Ⅴ‒ 2 ～図Ⅴ‒ 7 と表Ⅴ‒ 1 のなかの2006年以降の対中投資や貿易の推移が示して
いるように、対中直接投資貿易の規模が拡大し、また、投資件数は減少傾向に
あったが、一件あたりの投資金額は逆にこれまでにない勢いで急増した（図Ⅴ
‒ 6 ）。「積極開放、有効管理」に取って代わった「積極管理、有効開放」は、
2008年 5 月の政権交代を迎えても実効性を持たないまま、中国への経済依存度
はますます強まった。
（106）
3 　ECFAの締結
　2008年に 8年ぶりに政権を取り戻した中国国民党の馬英九は総統選挙時、経
済の活性化を促すために、中国との経済交流拡大を公約として掲げていた。総
統就任後、馬政権は早々と、台湾企業による対中投資の規制緩和や直行チャー
ター便の増便、中国人観光客の受け入れ枠拡大などの方針を次々と打ち出し、
中国との経済交流の強化に乗り出す。
　馬英九の対中経済関係強化政策で、2009年 2 月22日に経済部長が「両岸経済
合作架構協議方案の推進」を発表し、数日後の27日に、馬英九は「年代新聞」
のインタービューのなかで、中国との「両岸経済合作架構協議」（ECFA）締結
の推進に取り組むことに言及した26）。その後、経済部が政府系のシンクタンク
である中華経済研究院にECFAが台湾の経済に及ぼす影響に関する評価を委託
した。
　台湾政府は、中国との経済協力に関する協議の締結の必要性について、 3つ
の目的・背景があると説明している27）。
　①経済貿易正常化の推進：中台双方はともにWTOに加盟しているが、相互
間の経済貿易往来においては未だに多くの制約や障害が存在するために、
中台間経済貿易関係の正常化をはかる必要がある。
　②孤立化の回避：世界各国間に約230の自由貿易協定が締結されており、関税
の相互免除を実施しているため、台湾は世界各国との自由貿易協定から除
外されれば、孤立状態に追い込まれ主要市場での競争力を失う。
　③経済貿易国際化の推進：協議の締結は、中台間の経済貿易関係が予測可能
となるため、台湾企業の世界での事業展開に有利であるとともに、外国企
業を台湾に誘致することで台湾をアジア太平洋地域の運営センターになる。
　さらに、中台間の現状に鑑みて、この協議を、一般の自由貿易協定形態を取
らず、WTO精神を遵守しながら中台間の特性を備える経済協力協議であるとと
もに、「統一・独立」という政治問題を触れず中台間の経済協力項目のみをとり
（107）
Ⅴ　台湾企業の中国進出に関する一考察（施）
あげると位置づけている。したがって、この協議内容等の交渉は、①対等原則
（一国二制度は提起しない）、②単純なことから困難なことへと順次に推進、③
推進のタイミング（争点を棚上げして、双方に有利な状況を創出）、④アーリー
ハーベストと適応期間を組み合わせて、短中長期の需要への配慮、⑤開放品目
と保留措置の平行推進で、政策調整の弾力化の維持、⑥リスク管理メカニズム
の確立、という 6原則に基づいて行われなければならない28）。
　 2 月に台湾側が中国との ECFA締結を発表したが、前述したように、 5月26
日に行われていた呉伯雄と胡錦濤の会談の中で胡は、 7月以降協定締結の準備
作業の開始を具体的に提起し、ECFAの締結に実質上ゴーサインを出した。
　同年の 7月29日に経済部長が中華経済研究院に委託した ECFA締結による影
響の評価報告書を発表した。この報告書では、中台間の経済協力枠組み協議の
締結は、農漁業、製造業、サービス業に広範囲に及ぶ影響をもたらすが、全般
的にみれば、台湾のGDPの成長を押し上げるほかに、貿易、就業者数、生産高
などにプラスの効果を与え29）（表Ⅴ‒ 2 ）、そして、中台間の貿易自由化と経済
協力が台湾の経済問題を解決する契機であるという結論を導き出している30）。
　台湾側のこうした協議に関する事前評価報告に呼応して、中国商務部も10月
13日に、商務部国際貿易経済合作研究院、南開大学、対外経貿大学がまとめあ
表Ⅴ‒ 2　ECFAによる効果
ECFA全体の経済効果 ECFAアーリーハーベスト効果
国内総生産
（GDP）
成長率（％）増加金額（億台湾ドル）国内総生産
（GDP）
成長率（％） 増加金額（億台湾ドル）
1.65～1.72 2,265～2,361 0.4 549
生産高
成長率（％）増加金額（億台湾ドル）
生産高
成長率（％） 増加金額（億台湾ドル）
2.75～2.83 8,976～9,245 0.86 1900
就業
成長率（％）増加就業者数（万人）
就業
成長率（％） 増加就業者数（万人）
2.5～2.6 25.7～26.3 0.64 6
関税軽減額
金額（億台湾ドル）
295
出所）台湾経済部「ECFA両岸経済合作架構協議」（http://www.ecfa.org.tw）
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げた「両岸経済合作框架協議研究報告摘要説明」31）を公表した。同報告では、い
くつかの産業へのマイナス影響を認めながら、中台間の経済協力協議の締結で、
貿易障壁撤廃や生産要素の自由移動は、資源の合理的配置で効果と利益の実現
につながり、協力の領域や規模、範囲の拡大、貿易投資自由化の加速で中国の
経済貿易の増大に好影響を与えると結論を付けている。
　各自の事前評価が揃ったことで、同年11月から中台双方の研究機関は共同研
究を着手し、翌年の 1月20日にその共同報告を発表した。その中では、協議の
締結が双方の経済発展に好影響を及ぼすことを共同結論とし、また、共同提案
もまとめられている32）。
　台湾側の対中窓口である「海峡交流基金会」と中国側の対台窓口、「海峡両岸
関係協会」による正式交渉開始が2009年12月12日に決定されたが、双方の研究
機関がまとめた結論と共同提案を基礎に、2010年 1 月26日に中国・北京で両窓
口機関は第 1回会合を開催した。その後、数回の交渉を重ねて、同年 6月29日
に中国・重慶で両窓口機関の代表者による「ECFA」の署名と締結が行われて、
約 3か月後の 9月21日に、ECFAが発効・施行された33）。
　この協議のなかでは双方の企業と民衆に早期に ECFAが誘発する便益を享受
させるために、アーリーハーベストに関する規定が設けられ、物品やサービス
分野において相手側に減税や開放項目を具体的に規定している（表Ⅴ‒ 3 ）（表
Ⅴ‒ 4 ）。アーリーハーベストの金額比例が、1：4.84であり、項目数比例が 1：
2.02であるため、台湾側に有利な内容となっている。また、関税の減免におい
ては、2011年 1 月より 3年 3段階に分けて引き下げ、最終的に関税をゼロにす
ることとしている（表Ⅴ‒ 5 ）（表Ⅴ‒ 6 ）。
　こうして、1979年以来、蔣経国政権時代の「三不政策」が施行されてから、
この間、経済分野における台湾政府の対中政策は、李登輝政権の「戒急用忍」、
陳水扁政権の「積極開放、有効管理」、「積極管理、有効開放」などの「規制」
や「緩和」を経て、いくつもの転換を敢行してきた。特に前述したように、2008
年以降国民党政権のもとで、中台の経済関係の緊密化は、台湾の経済や企業の
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表Ⅴ‒ 3　中国側のアーリーハーベスト（台湾側の要求リスト）
2009年における台湾から中国への輸出金額：約837億米ドル 金額単位：百万米ドル
産　業 分　類 項目数 台湾からの輸入金額（2009年）
輸入全体に占め
る割合（2009年）
物品総計 539 13,837.54 16.14％
 鉱工業品合計 521 13,821.37 16.13％
　石油化学 基本原料、特殊化学品、プラスチック原料・製品など 88 5,944.08 6.93％
　機械 工作機械、産業機械、その他機械、機械部品 107 1,143.30 1.33％
　紡績 各種生地、紡績製品、靴類など 136 1,588.34 1.85％
　輸送用機器 自動車部品、自転車完成車と部品など 50 148.44 0.18％
　その他
鉄鋼、セメント、染顔料、運動器材、医療器材、精密機
器、金型、金属製品、ガラス、ゴム、電子製品、電機製
品、小物家電など
140 4,997.21 5.84％
 農漁産品合計 切り花、果物、茶葉、活魚など 18 16.08 0.02％
サービス業 11
 非金融サ ビース
①会計・監査・簿記サービス、②コンピュータサ
ービス、③自然科学・エンジニアリング研究開発
サービス、④会議サービス、⑤専門設計サービス、
⑥台湾映画の輸入枠の撤廃、⑦病院サービス、⑧
飛行機メンテナンス
8
 金融サービス ①銀行業、②証券・先物業、③保険業 3
出所） 経済部工業局「両岸経済協議貨品早期収穫計画」2010年 7月20日（http://www.moeaidb.gov.tw）より作成
表Ⅴ‒ 4　台湾側のアーリーハーベスト（中国側の要求リスト）
2009年における中国から台湾への輸出金額：約255億米ドル 金額単位：百万米ドル
産　業 分　類 項目数 中国からの輸入金額（2009年）
輸入全体に占め
る割合（2009年）
物品総計 267 2,857.64 10.53％
 鉱工業品合計 267 2.857.64 10.53％
　石油化学 基本原料、特殊化学品、プラスチック原料・製品など 42 328.69 1.21％
　機械 工作機械、産業機械、その他機械、機械部品 69 473.97 1.75％
　紡績 綿糸、綿布など 22 124.24 0.46％
　輸送用機器 自転車完成車と部品、ベビーカーなど 17 408.94 1.51％
　その他 化学品、染顔料、運動器材、精密機器、金型、卑金属製品、ガラス、ゴム、電子製品、電機製品、娯楽設備など 117 1.521.92 5.61％
　伝統産業 タオル・アパレル、靴など台湾側の伝統産業に衝撃を与える品目は開放せず。
 農産品 中国からの農産品の輸入は開放せず
サービス業 9
 非金融サ ビース
①研究開発サ ビース、②会議サ ビース、③展示サ ビー
ス、④特製品設計サ ビース（室内設計は除外）⑤中
国語映画の上映と共同制作（年間10本）、⑥ブロ カー
ーサ ビース、⑦運動・レクリエーションサ ビース、⑧空運
サ ビース（コンピュ ター予約システム）
8
 金融サービス 銀行業 1
労働者の移動 中国人労働者の台湾での就業は開放せず
出所）経済部工業局「両岸経済協議貨品早期収穫計画」2010年 7月20日（http://www.moeaidb.gov.tw）より作成
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表Ⅴ‒ 5　台湾側関税引き下げスケジュール
2009年輸入税率 実施 1年目：2011年 1 月 1 日 実施 2年目：2012年 1 月 1 日 実施 3年目：2013年 1 月 1 日
0～2.5％以下 無税
2.5％超～7.5％以下 2.5％ 無税
7.5％超 5％ 2.5％ 無税
出所） 経済部工業局「両岸経済協議貨品早期収穫計画」2010年 7 月20日（http://www.moeaidb.gov.tw）
より作成
表Ⅴ‒ 6　中国側関税引き下げスケジュール
2009年輸入税率 実施 1年目：2011年 1 月 1 日 実施 2年目：2012年 1 月 1 日 実施 3年目：2013年 1 月 1 日
0～5％以下 無税
5％超～15％以下 5％ 無税
15％超 10％ 5％ 無税
出所） 経済部工業局「両岸経済協議貨品早期収穫計画」2010年 7 月20日（http://www.moeaidb.gov.tw）
より作成
事業展開に相当な影響を与えるとともに、高い経済成長を実現している中国の
経済、政治、社会などの変化も何らの形で台湾の経済に直接に作用すると考え
られる。
4 　台湾企業の中国進出による影響
　これまでに検討してきたように、中国当局は政治的・経済的意図などにより、
対台湾政策の一環として中台間の経済貿易交流を強化してきた。過去に比べて
大きく変貌を遂げてきた台湾企業は、グローバルな事業展開のために、必然的
に広範囲に及ぶ優遇措置を提供してくれる中国への進出を最優先に考量した。
中国は実際、台湾との経済交流拡大政策で現代化の実現に必要となる資金や人
材、知識、技術、機械設備などを台湾から獲得したと同時に、台湾の中国への
経済依存度を高めた。
⑴　「台湾で受注・海外（中国）で生産」
　中台間の経済交流の拡大に伴い、多くの台湾企業は、台湾で受注し、中国工
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場で生産をしてできあがった製品を第三国に輸出したり、直接現地での利活用・
消費に提供する事業モデルでビジネスを展開する。このため、受注高が増加し
ても、台湾の輸出高は伸びず、また、台湾の就業者数増加にもつながらない状
況を招来している。
　表Ⅴ‒ 7 に示されているように、1999年以降、主要製品の受注高はおおむね順
調に伸びているが、総じて海外での生産比率も高くなる傾向にある。その中に
コンピュータや通信機器などの情報通信関連製品のように 7割以上が海外で生
産されている製品もみられる。平均海外生産比率は、1999年の12.24％から2012
年の50.91％に増大した。
　経済部統計処は「台湾で受注・海外で生産」の実態を把握するために、2010
年より毎年台湾企業を対象に実態調査を行い、その結果を公表している。2011
年に3,000社の台湾企業に対し行われた同調査（有効回答企業社数が2,718社）
では、中国・香港での生産が海外生産全体の46.83％を占めていることが明らか
になっている34）。さらに、主要製品の海外生産比率をみると、最も高い比率と
なっているのは、情報通信製品の62.36％で、2位がエレベータやモーター、発
電機などの電機製品（62.36％）で、3位の光学やカメラ、医療機器などの精密
機器製品が59.94％である（表Ⅴ‒ 8 ）。この調査結果から「海外での生産」は
「中国での生産」を意味する。
　「台湾で受注・海外で生産」の理由としては、「生産コストの安さ」、「顧客の
要求」、「現地での原材料等の供給が便利」、「現地市場の開拓」が上位を占めて
いる。特に「生産コスト」が中国での生産活動展開の決定において最大な理由
となっている（図Ⅴ‒ 8 ）。
　中国にある台湾企業の生産事業拠点で生産された製品の販売先に関する調査
結果（表Ⅴ‒ 9 ）では、製造企業と貿易企業はともに第三国への輸出を主要目的
として、現地顧客への販売が次である。台湾への逆輸出は全体の 1割も満たし
ていない。
　台湾で受注・海外（中国）で生産の割合の高さをみると、中国は台湾企業に
（112）
表
Ⅴ
‒
7
　
主
要
製
品
別
の
台
湾
国
内
受
注
高
と
海
外
生
産
比
率
年
合
計
化
学
製
品
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
・
ゴ
ム
基
本
金
属
電
子
製
品
機
械
電
機
製
品
情
報
通
信
精
密
機
器
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
平
均
海
外
生
産
比
率（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
受
注
高
（
百
万
米
ド
ル
）
海
外
生
産
比
率
（
％
）
19
99
12
7,
47
4
12
.2
4
3,
97
4
1.
63
7,
31
2
8.
29
11
,2
77
4.
47
22
,2
07
9.
18
7,
81
0
5.
94
4,
43
8
16
.3
5
23
,4
57
23
.0
3
2,
54
2
22
.2
5
20
00
15
3,
42
4
13
.2
8
4,
76
7
1.
5
8,
97
8
11
.7
3
13
,8
75
4.
94
34
,2
09
8.
03
8,
17
6
5.
84
5,
68
7
19
.1
7
27
,6
52
24
.8
6
3,
14
5
28
.7
6
20
01
13
5,
71
4
16
.6
9
4,
90
0
1.
84
8,
06
9
12
.8
4
12
,5
05
7.
32
26
,1
22
13
.3
4
8,
02
0
16
.4
2
5,
06
3
24
.9
9
24
,2
49
25
.9
3
3,
63
8
34
.8
5
20
02
15
0,
95
2
19
.2
8
5,
49
9
1.
91
8,
39
8
9.
65
14
,6
14
8.
85
29
,0
81
15
.0
9
9,
03
2
15
.2
3
5,
01
1
31
.4
1
30
,1
80
34
.2
9
3,
89
1
32
.4
20
03
17
0,
02
8
24
.0
3
6,
53
3
2.
96
9,
26
7
9.
83
15
,2
66
8.
17
33
,8
92
20
.1
1
9,
60
6
10
.0
1
5,
83
9
34
.9
3
35
,0
03
45
.4
1
6,
37
0
46
.2
1
20
04
21
5,
08
7
32
.1
2
9,
02
9
20
.2
1
12
,1
29
12
.8
4
20
,0
81
11
.7
6
47
,0
28
29
.5
5
12
,2
20
25
.3
9
8,
91
1
39
.8
1
40
,2
95
60
.7
1
11
,5
31
39
.4
20
05
25
6,
39
3
39
.8
8
10
,9
98
27
.5
5
14
,9
26
15
.6
9
21
,6
78
15
.4
9
57
,1
88
37
.0
5
13
,2
90
31
.3
0
13
,9
07
48
.1
0
50
,1
74
73
.0
1
15
,6
32
46
.7
9
20
06
29
9,
31
3
42
.3
1
13
,2
76
32
.9
3
16
,1
46
15
.5
6
24
,5
65
13
.8
0
68
,8
23
36
.0
2
13
,9
67
27
.5
4
17
,1
57
52
.6
5
61
,7
34
76
.4
8
20
,6
46
47
.7
6
20
07
34
5,
81
4
46
.1
3
16
,2
20
26
.0
4
19
,0
74
13
.8
1
28
,3
91
13
.9
9
79
,4
66
43
.6
0
15
,7
29
23
.7
4
17
,9
56
52
.2
7
74
,9
49
84
.2
9
27
,9
23
47
.0
5
20
08
35
1,
72
3
47
.0
0
18
,8
25
19
.5
1
19
,9
57
15
.6
3
28
,1
09
13
.6
5
82
,0
94
47
.0
5
14
,6
48
23
.2
6
16
,9
24
49
.7
4
79
,8
56
85
.0
5
28
,4
85
47
.3
6
20
09
32
2,
44
0
47
.8
7
15
,4
32
11
.0
5
18
,1
99
15
.1
0
21
,2
25
10
.2
3
78
,2
04
44
.5
0
10
,4
86
24
.8
4
16
,7
68
53
.4
2
79
,3
23
81
.8
5
28
,1
88
54
.0
6
20
10
40
6,
72
0
50
.4
3
21
,7
81
20
.1
7
23
,6
37
18
.6
2
27
,1
39
14
.4
5
99
,3
45
49
.4
6
16
,1
24
21
.9
1
20
,8
11
58
.6
0
10
0,
58
9
84
.8
2
36
,6
98
56
.6
2
20
11
43
6,
12
5
50
.5
2
24
,6
05
20
.4
5
25
,4
86
18
.8
4
30
,6
52
16
.8
3
10
1,
90
8
52
.2
7
20
,8
49
20
.1
5
17
,8
91
62
.3
6
10
9,
02
8
83
.5
7
36
,7
19
59
.9
4
20
12
44
1,
00
7
50
.9
1
23
,2
58
20
.5
7
24
,8
95
18
.7
0
28
,7
01
16
.6
5
10
3,
34
7
52
.3
6
20
,6
44
18
.7
0
17
,5
67
67
.8
4
11
0,
56
3
84
.5
6
37
,0
12
56
.5
1
　
出
所
）
経
済
部
統
計
処
資
料
よ
り
作
成
（
ht
tp
:/
/w
w
w
.m
oe
a.
go
v.
tw
）
（113）
Ⅴ　台湾企業の中国進出に関する一考察（施）
表Ⅴ‒ 8　2011年度主要製品の地域別生産比率 　単位：％
台湾 海外生産 中国・香港 ASEAN6カ国 その他のアジア地域 欧米地域
総計 49.48 50.52 46.83 1.41 1.65 0.55
化学製品 79.55 20.45 13.32 4.34 1.55 1.24
プラスチック・ゴム製品
及びその製品 81.16 18.84 13.01 3.76 1.89 0.27
基本金属及びその製品 83.17 16.83 13.15 1.41 1.73 0.49
電子製品 47.73 52.27 41.81 3.43 6.05 0.96
機械 79.85 20.15 17.76 0.44 1.46 0.45
電機製品 37.64 62.36 61.16 0.36 0.79 0.05
情報と通信製品 16.43 83.57 82.52 0.16 0.00 0.88
精密機器 40.06 59.94 58.80 0.06 0.72 0.36
出所）経済部統計処『100年外銷訂単海外生産実況調査報告提要分析』2012年 5 月31日、 3頁
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＊：2011年度調査の追加項目
図Ⅴ‒ 8　台湾で受注・海外で生産の理由
表Ⅴ‒ 9　台湾で受注・海外で生産による製品販売形態 　単位：％
台湾で受注・海外
で生産企業数（社）現地販売 台湾への逆輸入第三国への輸出
総計 2011年 581 20.01 8.15 71.84
2010年 583 17.19 9.01 73.80
企業形態別
　製造企業
（製造兼貿易企業を含む）
2011年 453 20.52 8.30 71.18
2010年 457 16.97 8.55 74.49
　貿易企業 2011年 128 11.10 5.55 83.35
2010年 126 22.47 20.01 57.52
　出所）経済部統計処『100年外銷訂単海外生産実況調査報告提要分析』2012年 5 月31日、11頁
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とって重要な生産・輸出拠点となっており、しかもその割合が年々上昇傾向に
ある。しかし、中国経済の好調による人件費・用地費用等の急上昇や当局の労
働に関わる法改正35）、技術力を高めてきた現地企業との競争などで、コストを
第一に考える台湾企業にとって、安い生産コストでの生産活動は不可能となり、
競争も一段と激しくなるなか、従来のような事業展開は困難とみられる。
⑵　「一つの中国」と「92コンセンサス」
　先進国が経験してきたように、経済成長につれて社会や産業構造に大きい変
化が生じる。そのため、それらの環境変化に順応できない企業は淘汰されるが、
逆に変化をビジネスチャンスと捉え積極的に事業に取り組む企業も存在する。
この意味で中国に進出している世界各国の企業と同様に、中国で事業活動を展
開する以上、台湾企業も一様に変化に直面する。
　近年、主要先進国の経済が軒並み行き詰まっているなか、高い経済成長を実
現させ、「世界の工場」から「世界の市場」へと大きく変貌し、世界第 2位の経
済大国になった中国は、今や世界各国にとって重要な存在となっている。こう
したなか、台湾企業は自由意志で、中国でビジネス活動を正常に展開できるか
は重要であり、このこともまた台湾経済発展を左右する。
　しかし、本論で検討してきたように、台湾との経済交流推進に関して、1979
年以降、中国は台湾企業に利益を与える一方、「近代化のための台湾資本・技術
の吸収と利用」と「一つの中国・平和統一の手段」という 2つの最高指導原則
を終始一貫して堅持しており、変化の兆しは一向にない。中国の対台湾政策す
べてはこの 2つの原則が前提であることを考えると、以前から中国の対台経済
政策は「中台統一」達成のためのものであり、この目的の実現に背反すること
は断固認めない。このため、台湾政府は、とりわけ蔣経国、李登輝、陳水扁政
権の約28年間、「国家安全」、「台湾全体の利益」と企業個別の利益との衝突を繰
り返ししながら、対中経済政策に関して厳しい舵取を迫られてきた。2008年に
国民党の馬英九が政権を奪還してから、従来の対中政策路線を大幅緩和したり、
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変更したりしているが、中国の対台湾政策の根幹は揺るがない。
　したがって、台湾独立色の強い民進党の陳水扁が2000年に政権の座について
から、中国は見せしめの意味合いも含めて、国内で事業展開する民進党支持の
台湾企業家36）や芸能人37）などに対して、猛烈な非難を浴びせたり事業活動を制
限したりした。これらの出来事は、中国に迎合したり忠誠心を示すことが中国
での事業展開に必要であることを猛烈に暗示している。
　2008年に馬英九政権成立後、中国国民党と中国共産党が中心となり、中台双
方は融和状態を意図的に演出している。そのシンボルとなるのは、ECFAの締
結であろう。この協議締結に当たって、台湾側は、「独立か統一か」という政治
問題とは関係なく、全く経済次元に関する協議であると国内に対して説明をし
てきた。しかし、中国側は「一つの中国」と「92コンセンサス」を前提に交渉
を進めるという姿勢で交渉の席に臨む。
　ECFA交渉期間中の2010年 2 月27日に、温家宝はオンラインで自称台商の魯
雲平との対話のなかで、ECFA締結に際し、中国は「台湾と中国は兄弟関係に
ある」ため、中台間の経済規模の格差を考慮して台湾に「利益を譲る」、いわゆ
る「譲利説」に言及した38）。また、第11期全国人民代表大会第 3次会議終了後
の国内外記者会見で、台湾の聯合報記者・汪莉娟の先日の発言に関する質問に
対して、再度「兄弟関係」と「譲利」を提起した39）。
　温家宝の 2度にわたる発言のなかでは、ECFAの交渉について台湾の国論が
二分している事情を勘考して、あえて明確に「一つの中国」に触れていないと
思われる。この温の発言から、中台は現在別個の存在であるが、同じ父母を持
ち、すなわち「一つの中国」に属しているため、兄の中国が弟の台湾を世話し
て「利益」を譲るという微妙なニュアンスは読み取れる。
　2012年11月26日に、国務院台湾事務弁公室主任の王毅は、いわゆる「92コン
センサス」20周年座談会で、「92コンセンサス」の核心が「一つの中国」の堅持
にあると強調しながら、中台間の関係改善や発展はすべて「92コンセンサス」
を基礎にしていると言明している40）。
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　上述したように、李登輝や辜振甫、陳水扁等は「92コンセンサス」の存在を
直截に否定している。これに対して、その存在を認めている馬英九を始め、国
民党の関係者は、その内容に関して、中国が主張している「一中原則」とは異
なり、「一中各表」、すなわち一つの中国の実体については、各自表現すること
で、「一つの中国」は「中華人民共和国」でなく「中華民国」を指すという解釈
をしている。中国が国民党のこの解釈を認めないのは当然至極である。こうし
て、双方の「92コンセンサス」の内容に対する認識の相違が明白である。その
意味で、皮肉的にも「コンセンサスがない」ことが中台双方の「コンセンサス」
であると理解できる。双方にこうした不一致が存在しているにもかかわらず中
国と台湾の国民党の間にある解釈の相違を棚上げして、相互に「92コンセンサ
ス」を基礎に2008年以降の中台間交流を進めてきた。
　ECFAとその後続交渉の一つであり、 2年間の交渉を経て2012年 8 月 9 日に
台湾・台北市内で双方の窓口機関の代表者によって調印された「海峡両岸投資
保障和促進協議」41）（投資保護・促進協定）も中国側が主張している「一つの中
国」という枠内で議論が進められた。この協定の交渉において、台湾側は、企
業と当局間の紛争処理を国際仲裁機関に委ねると主張したが、中国側は「一つ
の中国」原則で最後までそれを譲らなかった。
　このように、経済交流やそれに関する協定の締結においては、台湾側に「経
済的利益」を譲っても、中国は、国家主権に関わる事項では、台湾を中国の一
地方政府と位置づけし、一歩たりとも譲歩しない。馬英九政権が説明している
「一中各表」は幻想であり、一つの虚構に過ぎない。
おわりに
　1979年の米台関係断絶・米中関係樹立をして以来、中国の対台湾政策の核心
は、一貫して「一つの中国」のもとで、「平和統一」、すなわち「台湾併呑」の
実現である。中国は、「武力による統一」は放棄していないが、目標の達成に
（117）
Ⅴ　台湾企業の中国進出に関する一考察（施）
は、経済的利益を重視する台湾企業に提供し、それと平行して国の近代化に必
要な資金や技術、人材などを台湾から吸収するという一石二鳥的な手法を利用
してきた。この手法は、今日の中国の経済成長と台湾経済の対中依存度の高さ
からみれば、成功しているといえる。
　現在、経済貿易交流に限らず、中台間の人的往来や学術・文化などにおける
交流も活発に行われている。しかし、これらの交流は、緊密な中台関係の創出
で「一つの中国」すなわち「中華人民共和国」による「中台統一」の実現に帰
結できる。
　本論で検証してきた対中投資や輸出の集中は、台湾経済の対中依存度を増大
させる一方、中国経済の変化や中国政府の政策によるリスクも増幅させている。
また、「以商逼政」、「以経促統」などは着実に進められている。
　中国で経済活動を展開する際、欧米や近隣諸外国が問題視している「チャイ
ナリスク」以上に、今後の台湾の独立性・主体性と経済発展を考えるとき、台
湾は、いわゆる「大中華経済圏」や「中国を介して世界とつながる」に伏在す
る重大な危険を認識する必要がある。とりわけ台湾企業は、従来緊密な関係に
ある日米欧等諸外国との協創関係の構築が重要となり、同時に近年高い経済成
長が続いている東南アジアへの再進出も求められる。
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